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（15）金融機能の強化のための特別措置に関する法律に規定する経営強化計画に

基づき行う登記（東日本大震災の影響により自己資本の充実を図ることが必要

となった金融機関等が経営強化計画に基づき行うものを含む。）に対する登録

免許税の税率の軽減措置について、適用対象となる登記の範囲に、同法に規定

する資金交付契約に関する事項について記載がある実施計画に基づき行う組織

再編成等に係る登記を加えた上、その適用期限を２年延長する。 

（16）認定特定民間中心市街地経済活力向上事業計画に基づき不動産を取得した

場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置について、令

和５年４月１日以後に認定を受ける特定民間中心市街地経済活力向上事業計画

に基づき取得する不動産の所有権の移転登記に対する軽減税率を 1,000 分の

13（現行：1,000 分の 10）に引き上げた上、その適用期限を２年延長する。 

（17）特定国際船舶の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置

の適用期限を２年延長する。 

（18）低未利用土地権利設定等促進計画に基づき不動産を取得した場合の所有権

等の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を２年延長す

る。 

（19）特定の社債的受益権に係る特定目的信託の終了に伴い信託財産を買い戻し

た場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税の免税措置の適用期限を２年

延長する。 

（20）特定連絡道路工事施行者が取得した特定連絡道路に係る土地の所有権の移

転登記に対する登録免許税の免税措置の適用期限を２年延長する。 

（21）相続に係る所有権の移転登記等に対する登録免許税の免税措置について、

次の措置を講じた上、その適用期限を３年延長する。 

① 適用対象となる土地の範囲に、市街化区域内に所在する土地を加える。 

② 適用対象となる土地の価額の上限を 100 万円（現行：10 万円）に引き上

げる。 

（22）帰還・移住等環境整備推進法人が取得をした不動産に係る所有権等の移転

登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を３年延長する。 

〈印紙税〉 

（23）不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例措置の適用期限
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